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活躍の場は海外へ

経　歴
平成12年　４月　郵政省採用

　　　　　　　　　同　通信政策局政策課

平成14年　８月　総務省自治行政局市町村課
　　　　　　　　行政体制整備室

平成16年　７月　内閣官房副長官補付主査

平成17年　７月　ドイツ留学（ポツダム大学）

平成19年　７月　総務省総合通信基盤局電気通信事業部
　　　　　　　　消費者行政課課長補佐

平成20年　７月　内閣官房消費者行政一元化準備室
　　　　　　　　参事官補佐

平成22年　１月　総務省総合通信基盤局総務課課長補佐

平成22年　６月　現職

　現在、私は在フランス日本国大使館に勤務し、フラ
ンスの地方自治を中心とした政治、行政制度の調査、
日仏の自治体間交流の支援、フランス外交の分析など
幅広い業務を担当している。

■ある日のフランス政府担当官との議論
　フランス内務省担当官は、同国の地方自治制度改革
について「①フランスは、市町村の数が約36,700団
体もあり合併を推進したいが難しい。広域行政体の
設置など事務の共同処理を推進したい。②州と県の議
員が兼務する制度を導入し両者の連携を強化したい。
③国際的な都市間競争に勝つため超大都市制度『メト
ロポール』を検討中」と述べた。
　以上の発言は日本でも聞いたことがある話ではな
かろうか。①は自治体合併や広域行政体のあり方、②
は道州制を巡る議論、③は大都市制度をどう考えるか

など、日本の地方自治制度の論点とよく似ている。こ
のように海外勤務は、外国の取組みを調査・分析する
ことで日本の制度を改めて見直せる最高の機会とな
る。また、大使館では地方自治制度に精通している総
務省職員の専門性が必要とされている。

■『地方自治』は今後も世界のメインテーマ
　日本では1990年代以降、地方分権・地域主権改革
が進められている。欧州でも1980年代半ばに欧州
地方自治憲章が制定され同様の改革が行われている。
これらに共通するのは、成熟した国家では中央集権的
な仕組みではなく、市民の多様化・高度化した行政ニ
ーズの対応を市民に身近な自治体が担い、国家はこれ
を補完する役割に徹するとの考え方である。
　この考え方をご存じの方も多いと思うが、特に欧州
にいるとグローバル化が進む中で、欧州連合（EU）な
どの国際的な枠組みの存在感が増すと同時に、人々の
現実的な生活・サービスを担う地方自治体の役割が
益々高まっていると感じる。まさに『地方自治』は今
後も世界のメインテーマであり続けることは間違い
ないと言える。

■私が総務省を志望した理由・入省後の勤務経験
　私が総務省を志望した理由は、総務省職員との懇談
やその勤務経験を聞いた際に「総務省は、机上の計画
づくりだけではなく地方などの現場や人を大切にす
る『生きた行政』をやっている」と感じたからである
が、入省後12年経過する今、その魅力は本物であった
と確信している。例えば、大阪府池田市役所では、市

民が小学校区ごとに行政ニーズを取りまとめ市に提
案するとともに、市民自身もその実施に向け活動する
「地域分権制度」を市民とともに構築した。また、国で
の勤務においても、これら地方における現場体験を地
方自治制度の企画・立案に活かすなど『生きた行政』を
実践できたと感じている。
　このような魅力いっぱいの総務省で、皆さんととも
に豊かな地域・国づくりに取り組めることを心より祈
念している。

「今、世界でも『地方自治』が熱い！」
在フランス日本国大使館
一等書記官 白水 伸英

　ビール、サッカー、ソーセージ、寒い。皆さんが持っ
ているドイツに対するイメージはそのようなもので
しょうか？そうであればそのイメージは概ね正しい
と思います。そんなドイツで私は勤務しています。
　私は現在、在ドイツ日本国大使館に出向し、ドイツ
の法制度や運用実態に関する情報収集や調査を行い、
必要に応じて関係機関への働きかけを行っています。
ネット上のプライバシー保護や、青少年保護、ブロー
ドバンド政策、表現の自由の在り方、マスメディア集
中排除規制、電子政府、公務員制度、地方公共団体の広
域連携など例を挙げればきりがありませんが、総務省

が取り組む様々なテーマについて、政府関係者や大学
教授、業界団体、研究機関、民間事業者とのヒアリン
グ・協議や、文献調査を行っています。
　私が入省した2000年頃はIT革命が第三の革命と
呼ばれ、インターネットが持つダイナミズムやその発
展に貢献したいという思いで、旧郵政省に入省しまし
た。当時に比べ、インターネットが経済・社会に与え
る影響は、より大きくかつ身近なものになってきまし
た。児童ポルノや個人情報の流出、サイバー攻撃など
ネットの負の側面も深刻になっています。そのため、
社会基盤としてのインターネットの在り方も一層真
剣に検討しなければなりません。
　ドイツという国は、ナチスや旧東独時代の暗い影を
背負っている分、人権や表現の自由、セキュリティの
意識が非常に高く、また、ネットは国境を越えて繋が
っているため、共に取り組んでいけることが多い国だ
と考えています。日常的に接触するドイツ側の担当
者達もより良い社会を作りたいという点では私と一
緒で、非常に心強い限りです。そんな環境の中、高い
意識を常に持ちつつ、他方でビールやサッカー観戦で
息抜きもしつつ、日々、私は業務と格闘しています。

　日本に帰国した際に、総務省に足を運んだ皆さん
と、社会のあるべき姿、インターネットの将来につい
て語り合えることを楽しみにしています。

　表題は後藤新平の言葉である。内務官僚であった
彼は、後に、帝都復興院総裁として関東大震災からの
復興に取り組んだ。東日本大震災後の今、彼の言葉は
重い。

■「人」の省であるからこそ「主体的」に聞く
　総務省は、人を大切にし、人に育てられ、人で貢献す
る。私はロールモデルをその先輩方に見て、総務省の
門を叩いた。それは、新任の地・愛知県で、同じく総務
省から同県の財政課長に着任していた先輩の働きぶり
に触れ、確信に変わる。その席には、威張るボスでも、
机上の論理をこねくりまわす査定官でもない、穏やか
に人の話に耳を傾けるその先輩がいた。36歳。予算総

額３兆円。ざっくばらんに部下を盛り上げながらその
力を引き出し、現場を見極め意思決定し、また、フット
ワーク軽やかに知事や県幹部、県議会議員、様々な部局
を飛び回り、県政の舵を取る。知事などの幹部だけで
はなく部下からも、信頼の厚さがものすごかった。全
人格的な勝負。かっこいいと思った。リーダーシップ
が求められる総務省人にとって最も重要なことは、主
体的に人の話を聞くこと。受身、言いなり、表層的、は
たまた独善的にあらず。様々な人の声を、自身の多角
的視座かつ的確な事実認識と大局感に基づいて分析的
に聞き、よりよい政策決定につなげる。

■「視座」を磨く
　現在、私は国際関係論を専攻し、東アジア情勢につ
いて学んでいる。本学では、Academic Writingを通
じて社会科学の分析手法を叩き込まれる。社会現象
のなぞPuzzleを論文のテーマに選び、先行研究の吟
味、仮説、実証的な仮説分析、結論、という枠組みで、各
科目英文25ページ前後のResearch Paperを書く
のが、基本的な研究の流れだ。私は、政治学部のPharr
教授（ライシャワー日本研究所前所長）の下、修士論文
「震災ボランティアと日本の市民社会の可能性」を執
筆している。広い意味での「公」を市民、自治体、国が
どう担っていくべきか。教授のゼミCivil Society 
West and Eastで、民主主義、国家、市民社会を比較

政治学の観点から見つめなおす大きな視座に感銘を
受けたからだ。国家とは何か、市民社会とは何か。教
授との議論での鋭い指摘にしどろもどろになり、ま
た、指摘事項で真っ赤に染まった論文原稿を見ると落
ち込む。同時に、心から感謝。
　国際舞台で働く機会も少なくない総務省では、留学
により得られる英語力や業務関連知識、世界中にでき
る友人は大切である。更に、私は、上述の鍛錬を通じ
て、視座を広げ、事実認識と大局観を磨くことも重要
であると思う。帰国後、主体的に聞くために。後藤新
平にも、かの先輩にも、遠く及ばない私のこの筆致。
正直、気恥ずかしい。ただ、総務省と人について皆さ
んが目を向けるきっかけになれば嬉しい。

ベルリンからのメッセージ
在ドイツ日本国大使館
一等書記官 扇 慎太郎

一に人、二に人、三に人
ハーバード大学 渡辺 善敬

経　歴
平成１２年　４月　自治省採用

　　　　　　　　 　同　行政局公務員部公務員課

平成１２年　８月　鹿児島県総務部財政課

平成１３年　８月　総務省消防庁予防課

平成１５年　４月　　同　自治財政局公営企業課
　　　　　　　　 地域企業経営企画室

平成１６年　４月　　同　自治財政局公営企業課

平成１８年　７月　池田市総合政策部長

平成２０年　７月　総務省自治税務局固定資産税課
　　　　　　　　  審査訟務専門官

平成２１年　８月　　同　大臣官房企画課課長補佐

平成２２年　７月　現職

　世界中から様々な民族や文化が集まる刺激的な街、
ニューヨーク。現在、私は２年間の予定でアメリカに
派遣されており、１年目は、ニューヨーク大学ロース
クールで反トラスト法（独占禁止法）などの競争法を
中心に学んでいます（２年目は、カリフォルニア大学
ロサンゼルス校ロースクールで通信法やエンターテ
イメントローを中心に学ぶ予定です。）。
　人種、職業、年齢等といったバックグラウンドが異
なる人材が集められたロースクール。その多様性が
故に、前提とする背景知識や考え方も異なり、自分の

意見を相手に伝え、説得するのに骨を折ることもしば
しば。
　その際のロースクール共通の合言葉は”Think like 
a lawyer”。アメリカは日本と異なり、コモンロー（判
例法）を中心とした国家です。もちろん成文法もあり
ますが、連綿と積み重なる判例から、いかに法律家と
してルールを抽出し、適用するのかが重要です。単に
言葉の壁だけではなく、バッググラウンドの異なる
人々に対し、物事を系統立てて簡潔に整理し、論理的
に説明できるかという能力が必要不可欠です。
　でも、実はこれって、行政官として働く上で基礎と
なる能力。行政官の仕事は、制度（ルール）作りが醍醐
味でもあります。世の中で実際に現在起きている事
象について、根底にある問題点を抽出し、解決策を考
え、政策として実行していくことが行政官には求めら
れています。入省後これまで携わった経験（情報通信
関連の法制度をわかりやすい法体系として見直すと
いう約60年ぶりの法改正プロジェクト等）からも、行
政官として、あるべき社会を追究し、政策を実現する
上で、論理的に思考し、わかりやすく説明することの
重要性を痛感いたしました。
　世界各国から選び抜かれた留学生をいかに説得し、
サポートを取り付けるか、困難だけどやりがいのある

経験。留学中のいまだからこそしかできないこの経
験を生かして、行政官として成長することができれば
と思います。皆さんも、このような刺激的な経験をぜ
ひしてみませんか？

From New York!

ニューヨーク大学 八代 将成

経　歴
平成18年　４月　総務省採用

　　　　　　　　　同　総合通信基盤局電気通信事業部
　　　　　　　　料金サービス課

平成19年　７月　　同　行政評価局総務課政策評価審議室　
　　　　　　　　併任　政策評価官付

平成20年　７月　　同　大臣官房秘書課　

平成21年　７月　　同　情報通信国際戦略局
　　　　　　　　主査（通信・放送総合戦略担当）

平成22年　７月　併任　情報流通行政局放送政策課主査

平成23年　７月　米国留学（ニューヨーク大学）

経　歴
平成１６年　４月　総務省採用

　　　　　　　　 　同　消防庁防災課

平成１６年　８月　愛知県総務部市町村課

平成１８年　４月　総務省自治行政局選挙部管理課

平成２０年　４月　　同　自治財政局財務調査課　

平成２１年　７月　　同　大臣官房企画課

平成２２年　７月　米国留学（コロンビア大学、ハーバード大学）

総合職事務系


